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官僚制の経済分析
電気通信産業を中心として＊
南　部　鶴　彦
　　はじめに
　官僚制の分析は経済学と政治学の両分野にまた
がり近年著しい発展を示し始めている。経済学か
らのアプローチの一つは，官僚の行動をミクロ経
済学的な手法によってモデル化し，実証的（posi・
tive）な分析を行う基礎を与えようとするもので
ある。1）しかし他方では，官僚機構を通じての所得
分配のメカニズムを明示的にすることが，とりわ
け規制制度の変革が問題とされる時期には必要と
される。伝統的に経済分析は所得分配を所与とし
て，実証的分析に徹するというスタイルが主流を
なし，所得分配の問題は他のディシプリンに委せ
るという傾向が強かった。しかし規制システムの
変革を通じて，経済政策を論ずるためには，経済
的な分析枠組を分配のメカニズムにまで拡張する
必要があることは明らかであろう。
　本稿では，このような試みを行うための一つの
予備的作業として，電気通信産業をとりあげて，
所得再分配を利害関係者　　ステイク・ホルダー
（stakeholder）の相互作用を中心に分析を行っ
た。特にその素材としては，アメリカがとりあげ
られている。それは言うまでもなく，もっともド
ラスティックな形でこの産業が変革され，かつ分
析のためのドキュメントを入手しやすいのがアメ
リカだからである。主として1980年代の時期をと
りあげることにより，再分配機構の枠組を明らか
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にするとともに，今後の産業の動向を予測し経済
政策を実証的に分析することが可能になると考え
られる。
　規制制度はそれが実効性を持っている限り，必
ず経済的レントをいくつかのグループに保障する
ものである。もし何のレントも保障することがで
きないとしたら，そのような制度を支持する人々
も存在しなくなり，結局は制度の自然死がもたら
される。最近の規切緩和政策はそのような意味で
実効性のある一つの制度を変革するというタイプ
と，実質的にはレント保障機能を失っている制度
の自然死を助長するというものとの二つに分けら
れる。このことは，アメリカにおけるderegula－
tionのケースをみるともっとも明瞭に見られる
と言ってよい。前者の典型例が電気通信産業の規
制改革であり，後者のそれが航空サービス産業の
規制撤廃である。
　1980年代後半は電気通信産業の市場構造が新
しい次元を迎えつつある転換点にさしかかってい
るということもできる。それは二つの大きな規制
制度変革の方向が最近打ち出されているからであ
る。その一つはコンピュータ第3次調査あるいは
コンピュータIIIであって，これにより通信とコ
ンピュータあるいは通信と機器製造などの問題に
ついて存続してきたコンピュータIIの枠をとり
払おうとする意図が実現されようとしている。い
ま一つは司法省が打ち出した地域電話会社に対す
る規制撤廃に近い立場であり，ヒューバー・レポ
ートが提出され採用されているという現状と今後
の方向の問題である。
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　このような産業の組織を大きく変革しようとす
る動きは当然のことながら，既存の所得分配構造
の変革をもたらすと予想される。そして各利益代
表者のグループはそれぞれの規範に従って行動す
る。本稿では以下で，主要な電気通信市場のステ
イク・ホルダーをとりあげ，それらの相互作用が
いかなる結果をもたらしているかを分析する。勿
論現時点でもアメリカの制度は流動的であり，確
定的な予測（prediction）は不可能であるが，一つ
の洞察を得ることがここでの目的である。
1．内部相互補助と公共の利益一市民のネット
　ワーク・アクセス権i
　“public　interest”の概念は資源配分の視点と，
所得分配の配慮とのいずれにも深い関連を持って
いる。資源配分の側面では，強い外部性の存在が
単純な市場メカニズム以外の機能を正当化させる
ものとなる。電話は本質的に発信と受信という二
つの活動を前提とする双方向通信である。したが
って外部性自体が電話ネットワークの存立基盤に
ある。より多くの加入者と接続されることはネッ
トワークのもっとも大きな利点であるから，加入
を促進し，利用率が高まるような制度的工夫がな
される必要がある。この点において，「公共の利益」
の視点から，電話利用料金の一部を低廉にしたり，
料金をコストの乖離を認めたりすることが行われ
る。すなわち，限界費用による価格づけの原則か
ら一定程度乖離することが正当化されるのであ
る。
　他方では社会（community）の枠組において市
民の情報ないし知識への平等なアクセスというも
のを保障することは，近代的な権利の一つとして
広く認められている。情報伝達の手段は電話に限
られないが，電話ネットワークのもつ効率性から
言って，市民がこのネットワークから疎外される
ことは，同時に市民的生活への参加の権利を奪わ
れることを意味しかねない。このような配慮から
すると，できるだけ多くの人々が電話に加入し，
利用可能となるような料金体系や設備投資が要請
される。こうして電話ネットワークの形成は，効
率性の基準を離れた所得再分配の側面からも強い
影響を受けることになる。
　アメリカでは連邦通信法（1934年）において，
合衆国国民がリーズナブルな料金で効率的でかつ
全国にあまねく通信（および無線）サービスが受
けられることを，その目標としている。そしてそ
のためには，必ずしもコストにもとつかない料金
体系の必要性を，1931年のスミス対イリノイ・ベ
ルのケースで最高裁判所が決定しているのであ
る。言い換えれば，内部相互補助を所得分配の視
点から正当化し，限界費用でなく“cost　averag－
ing”を政策目標として掲げたのである。このよう
な基本方針はそれ以後次第にルーティン化された
作業となり，市内近距離と市外（州際）遠距離と
の内部相互補助の制度化へとつながった。特に
1952年には，“subscriber　plant　factor”という形
での，市外から市内への相互補助が明示的に導入
され，市内部門の赤字が政策的に補愼されるとい
うメカニズムが出来あがった。
　2．通信需要構造一ビジネス・ニーズ
　電話というメディアは，当初双方向の音声によ
る通信にのみ使われてきたが，情報の伝達という
意味では音声以外の記録される情報もまたネット
ワークの上に乗ることが要請されるようになっ
た。これは勿論，ビジネスからのニーズが先行し，
通信とともに情報処理機器の発展，特にコンピュ
ータリゼーションは，メディアとしての電話ネッ
トワークの多機能化を要求した。既に1950年代末
には，大ロユーザーのグループが電話ネットワー
クの開放を要求し始めるとともに，60年代に入る
と電話公衆回線とら‘alien”な機器との接続が要求
され法的にも認可された。またビジネスにとって
コスト的に魅力のある専用線の分野へはMCI社
の参入が認められるという形で，通信に対する需
要の拡大は供給形態を次第に変化させ始めたので
官僚制の経済分析
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ある。
　一般の家庭にとっては，電話は永い間フラッ
ト・レートで利用される単純なサービスにすぎな
かったが，所得水準の上昇は当然需要の多様化を
もたらした。特にミドル・クラス以上の人々にと
っては，市外通活を低廉に利用できること，次々
と開発される機器を自由に接続できることなど
が，旧来型の単純で廉価ではあるが，メニューに
乏しいベル・システムよりも望ましいと見なされ
る傾向も生まれてきた。
　以上のような需要のトレンドは，当然規制シス
テムの中にあって「公共の利益」の視点から所得
再分配を重視してきたレジームと相容れないとこ
ろ．を大きくする。資源の配分の論理からすれば，
需要のあるところに弾力的な供給がなされなけれ
ば社会的な純損失がもたらされるのは必至であ
る。規制当局がこのような需要サイドの要求を無
視することができないのは，とりわけアメリカ型
民主主義システムの特徴と言ってもよい。
　さらにここで重視せねばならないのは，音声を
中心とした電話ネットワークについては，その普
及率（penetration　rate）がほぼ100％の限界に近
づき，加入者の増大にともなう外部性の効果はも
はや顕著に働かなくなったという事態である。電
話を必要とする家計がすべてその要求を満してい
るとなると，公共の利益から外部性の基準を持ち
出して，資源配分の効率性を歪めるということは
次第に困難となる。そして所得分配の視点からも，
加入規模を拡大することが平等性や国民の権利に
つながると論ずることは説得力として弱いと言わ
なければならない。言えるのはせいぜい，料金体
系の変更によって電話ネットワークから脱落せざ
るをえないようなグループがあるとしたら，これ
を救済するような措置を講ずるということにとど
まる。
　以上のように伝統的基準としての「公共の利益」
は需要構造の変化というトレンドの中で，その説
得性を1970年代には急速に失ったと言えるので
ある。2）
3．技術革新一新規参入者
　電気通信ネットワークを構成するのは大きく分
ければ，端末機器（ターミナル），交換局および回
線（線路設備）である。1960年以降の20年間は，
これらの三つの構成要素のいずれにおいても，め
ざましい技術革新がもたらされた。特に重要なの
は，既存のネットワークに対してこれを「バイパ
ス」する技術が登場したことである。もっとも顕
著なものをあげれば，AT＆Tの供給するネット
ワークのうちで，特定の点を結ぶ回線について，
これを競合可能な技術が，いくつか実用化された
　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　の　　　　tt　　　　　　　　　　hことであろう。すなわち“polnt　to　point　といっ
局面に限定すれば，ネットワークのうちでの一部
分にすぎない回線とコスト的に対抗が可能か否か
が競争の成否を決定する。下図において，一つの
例を示そう。3）
　図1では5点AからEまでを結ぶネットワー
クが示されている。このうち，太線で示したAと
Bとでは，他の線と比べて通信量が極めて大きい
としよう。AからEまでのすべてを結ぶ通信網の
供給コストは，膨大な固定費の存在によって劣加
B
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法性（subadditivity）が働き，自然独占が不可避
としても，AとBだけを結ぶ回線とは競合可能な
技術の開発が可能である。たとえばそれはMCI
社によって利用されたマイクロ・ウェーヴがあげ
られる。また通信衛星技術の発展によって，局所
的な通信をこれによって行うことも，十分経済的
に成立するようになった。さらにAとBとの問
に既設のCATVが存在すれば，これを利用する
ことも電話回線との競争を可能とする。特にエレ
クトロニクス技術の進展は，マイクロ・ウェーヴ
による“point　to　point”の通信を極めて手軽で，
廉価に行えるようにしたのである。
　通信技術にはつねに，“point　to　point”という
形での線の供給の経済性と，“area”という形での
面での供給の経済性との二面がある。“point　to
point”でとらえるときには，規模の経済性は標準
的なもので，大量の需要を一括して処理すること
によって発生する経済性に外ならない。したがっ
てここには，代替的技術によって旧技術をリプレ
ーするという競争が容易に発生しやすい。
　ところが，“area”で供給を考えるときには，規
模の経済性を発揮するようなシステムは複雑とな
る。“point”数が増大するにつれて接続すべき回線
数は2乗に比例して増大するので，端点の数が多
くなるほどコストは逓増することは避けられな
い。そこである規模以上の加入数があるときには，
図2のように中央交換局をつくって集中処理する
ことが経済的となる。このシステムでは端点がい
くら増加しても中央処理システムに余力があれ
ば，費用は逓減するような設計ができる。
　しかし特点の2点，例えばAとBはあくまで
突出してニーズが大きいとすると，この部分だけ
には「斜回線」と呼ばれる分岐を行うことが結局
は経済的となる。すると図のように点線の部分は
別個の回線が敷設される。このような斜回線が経
済性を持っのは，AB間の需要が多いためである
が，それは当然先に述べた競合的技術の問題を再
び惹起することになる。すなわち，全システムと
して図2のような集中処理のスター型は規模の経
済を発揮し，斜回線もまたこのシステムの費用を
逓減させるものではあるが，AB間だけをとり出
して，これよりも低廉な技術を提供する機会が生
まれてくるのである。
　このようにして，劣加法性を実現するようなネ
ットワークでも，特点の端点のみを結ぶような代
替技術は需要の規模次第で必ず出現する。言い代
えれば特定の利用者グループにとってのみ，利益
となるような技術が，既存のネットワークへ挑戦
する。すなわちバイパスの可能性をそれを与える
のである。
　さて，公共の利益および需要構造の変化で述べ
たように，通信への需要が拡大し，分化してゆく
と，技術的には可能でありながら，コストの低廉
化が規制によって阻まれているとすれば，それは
不合理であるという認識は次第に強化される。需
要のあるところへ資源が流入するのは，効率性の
社会的増加をもたらすという考え方が優勢となっ
て来るからである。ここにおいて技術革新は，規
制という社会的システムそのものへの変革を要求
することになってくる。
4．連邦通信委員会（FCC）一規制当局
　規制制度の目標の推移は，需要構造と技術体系
の変化に対応するところが大きい。かつて電気通
信が音声による電話ネットワークを意味していた
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時代にあっては，公共の利益という名のもとに，
ネットワークの外部性を有効に作用させ，より多
くの国民がネットワークにアクセスできるように
することが最大の目標であった。これを可能にす
る手段は，電話加入を容易にし，利用を促進する
ような料金体系をつくることであった。ここから
ベル・システムと呼ばれる統合されたシステムが
1982年まで存続することになったのである。
　FCC（連邦通信委員会）は，1970年代に至るま
で，ベル・システムにおける内部相互補助のシス
テムを所得再分配の観点から維持しようとしてき
た。これに対してMCI社はネットワークにおけ
る“point　to　point”でマイクロ・ウェーブによる
参入を果し，1975年にはAT＆Tと直接競合す
るような公衆回線への参入を試みた。これは明ら
かにcream　skimmingであり，ベル・システムの
再分配機構に一つのほころび目をあけることを意
味していた。FCCはMCI社のこの要求をエグゼ
キュネット1の判決で斥けたが，控訴審ではこれ
がくつがえされる結果となった。
　AT＆TはMCI社の参入後，これの市場シェ
アが拡大するのを阻止しようとして，MCIが要求
してきた相互接続を同社の技術的問題点を指摘し
て拒否してきた。FCCは，あくまでAT＆Tの
ネットワークを保護するという観点に立ち，再び
1978年のエグゼキュネットIIの判決でもAT＆
Tの立場を支持するという立場をとった。しかし
これに続く法延闘争では再びこの判決はくつがえ
され，裁判所はAT＆Tに対してMCI社に接続
することを命じたのである。
　以一ヒの一連の経緯は規制主体であるFCCの立
場と，裁判所あるいは司法省（DOJ）の立場との
間に，長い間明白な見解の相違があったことを示
している。FCCの市場介入の主要な論理は，料金
体系の意図的なコストからの乖離すなわち内部相
互補助を通じて，所得再分配を実施することにあ
った。ベル・システムが時には“Ma　Bell”と呼ば
れたように，その意図はすべての人々にとってで
はなくとも，かなりの程度まで成功していた時代
があったということもできよう。しかしいわゆる
情報化の進展一多様化したメディア選択，低廉
で便利な端末機器の登場，コンピュータと通信の
融合等々一のもとにあっては，ベル・システム
のもたらす所得再分配の恩恵はかってのような一
般性を失い始めてきた。コストから大きく乖離し
た料金体系よりも，コストに料金を接近させるこ
とによって社会的厚生は高まるのではないかとい
う見解は，通信という特殊な世界でも力を増して
きたのである。この点で司法省は1920年代から絶
えず電気通信へも競争原理を導入することを主張
してきた。しかし司法省の独占解体論は，AT＆
Tの巧みな譲歩をともなう司法取引によってそ
の実効をみることがなかったと言ってよい。とは
いえ，AT＆Tがかつて選択した戦略は時代とと
もにその持っている意味あいを変えることにな
る。というのは技術革新と需要構造の変革はあま
1）に早く深かったからである。1956年の同意判決
（consent　decree）によってAT＆Tは高度サー
ビスへの参入を放棄したが，時代の進展はこれを
AT＆Tにとってもっとも重い制約に変えた。こ
の制約から逃れるためには，新しい司法取引が必
要であった。　　　　　　　　’
　電気通信の分野はこのようにregulater＝
FCC，　regulated　marrier＝AT＆T，　challenger＝
DOJという構図によって動かされてきたと言っ
てよい。1980年代に入るとこれら三者の問で共通
の利害の重なりあう部分が急速に狭められるとい
う事態が生じた。まずFCCについて見れば，アメ
リカにおける全般的なderegulationのトレンド
にのって，FCCの基本方針もまた競争中心的なも
のへと転換したのである。これは1970年代を通じ
て，政府規制に対する厳しい批判が一つの国民運
動となり，民主党・共和党を問わず公共セクター
へ競争を導入することには基本的合意が成立して
いたことが重要な政治的背景をなしている。レー
ガン政権のもとでFCC委員長となったファウラ
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一は徹底した競争主義者のスタンスで電気通信事
業の再構築にとりかかった。AT＆Tは，1956年
の制約をとりはずして高度サービス分野へ自由に
参入すること，技術革新は市内電話ネットワーク
に対して結局のところ内部相互補助を不可能にす
るような，衝撃を与えること（すなわちバイパス
の一般化）を見越して，BOCS（Bell　Operating
Companies）の分離を取引条件とした。そして司
法省にとっては，1920年代以来目標の一つとして
掲げて来た，BOCSの分離はAT＆Tに対する一
つの勝利と見なされた。
　こうして1982年のAT＆Tの分割（dives－
titure）は，三つの当事者間での一つの望ましい合
意となったのである。しかし電気通信の世界では
従来の規制制度のもとでは必ずしも陽表的には出
現して来ない第4のplayerが存在する。すなわ
ち，規制というシステムが公共の利益を第一に押
し出している限りにおいて，一般の消費者ないし
家計は，規制当局を言わば“agent”として自らは
後背に退いていると言ってよい。消費者は地方議
会においては直接的に，連邦議会では間接的にで
はあるがその主張を選挙を通じて表明することが
できる。伝統的な規制は，これら選挙民の代理人
として公共の利益のもとにこれらの人々の利益を
保護してきた。しかし1980年代以降のderegula－
tionのトレンドは，競争というもっとも「無政府
的」なメカニズムを前面に押し出しているので，
選挙民の利益を事前的には保護するメカニズムは
かつてのような意味では期待できない。しかも
FCCの基本的方針の転換は，いわゆる“access
charge”の導入によって鮮明とされた。ここにお
いて第4のplayerである選挙民を含む電気通信
分野の“stake　holders”の構造が明確となったの
である。
5．　アクセス・チャージ
　AT＆Tの分割は州際キャリアとしてのAT
＆T旧本社部門とBOCSと呼ばれる7つの地域
特殊会社およびその下にある22の地域電話会社
を生み出した。これに加えるに参入企業として
MCI，　US－Sprintに代表される州際キャリアが電
気通信の供給を受け持つstakeholderである。こ
れらのキュリア内では以前にも増して利益の対立
が明白となった。新AT＆Tと新規参入キャリア
OCC（other　comrnon　carriers）とでは，かつて後
者がベル・システムのクリーム・スキマーであっ
たという関係が消滅し，両者は州際長距離市場で
の文字通りのライバルとなった。一方BOCSは新
AT＆TやOCCのユーザーからつねにバイパス
されるという脅威を受け，市内電話ネットワーク
のコストをいかに負担するかという問題に直面し
たのである。
　これに対してFCCは，首尾一貫して競争主義
すなわちコスト中心の料金体系への全面的な転換
を行い，アクセス・チャージという名のもとに，
市内電話にかかわるコストは基本的にすべて市内
ユーザーの負担とする提案を行った。このような
政策転換は，これまで絶えず電気通信への競争導
入を主張してきた司法省の立場と合致するもので
あったから，70年代までと異なりFCCと司法省
の基本方針は歩を一にして進むことになった。
　ところが地域社会におけるユーザーつまり選挙
民からすれば，これは従来の既得権益である内部
相互補助のシステムを喪失することに外ならな
い。そこで政治的なプロセスを通じてFCCのア
クセス・チャージに圧力がかけられることになっ
たのは当然のことである。連邦議会におけるロビ
ー活動と討論とを経てFCCの当初提出したアク
セス・チャージ案は大きな修正を余儀なくされた。
　しかしこれはあくまで経過的なものという性格
が強く，deregulationの大きなトレンドの中では
コストに基づく料金という理念が絶対的な柱とさ
れている。アクセス・チャージはまさにstakehol－
dersの相互関係を見事に浮彫りにするものであ
ったが，FCCと司法省はいずれも電気通信市場の
完全自由化という理念を実現するのに努力を継続
官僚制の経済分析
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した。1982年から1986年までのアクセス・チャー
ジの変遷は，このような基本的方向から，既得権
益の保護のために政治的に一時の乖離がなされた
と見るべきものである。そしてFCCは第3次コ
ンピュータ調査によって，司法省はヒューバー・
レポートに基づいて，市場構造の抜本的変革を打
出したのである。
6．司法省
　電気通信における真の競争状態をもたらすため
に，司法省とFCCは伝統的規制の枠組を漸次的
な形で撤廃してきたが，1986年に入るとこの規制
撤廃のトレンドは加速化されることになった。司
法省はAT＆Tの解体以後AT＆Tの新しい経
営形態について，コンピュータII以来の規制を緩
和すべきであるという提言を繰り返し，FCCに先
行する動きを示してきたが，他方BOCSに対して
も新しい考え方が1987年に入り明示された。これ
はヒューバー・レポートと呼ばれる報告書を基礎
としているものであるが，その顕著な特徴は地方
持株電話会杜に対する規制をほぼ全面的に撤廃す
るという提言を行っていることである。AT＆T
解体において持株会社には次のような規制が課せ
られている。
　i）地域電話会社の提供できるサービスは
　　LATA内（intra　LATA：Local　Access　and
　　Transport　Area）に限られる。
　ii）提供できるサービスはいわゆる基本サービ
　　スで高度サービスは供給できない。
　iii）通信機器の製造販売を禁止する。
　以上のような規制が課せられたのは，地域福話
会社が市内ネットワークについては独占の地位を
継続して維持しているところから，この独占力が
反競争的な行動を可能とするのを事前に阻止する
という目的があったからである。しかしながら，
地域電話会社の独占とはあくまで形式的なものに
すぎないことが，1984年の分離以後ますます明白
となってきた。第一には，技術的な代替性の発展
は容易に市内ネットワークをバイパスすることを
可能とし，地域電話会社が独占的に料金を設定し
てもそれは支払いを強制することがまったくでき
ない名目的なものになってしまったからである。
　さらに，市内電話ネットワークと実質的に競合
するような専用線のネットワークが続々と誕生
し，直接電話会社と競合することになったからで
ある。たとえばニューヨーク州内では，ニューヨ
ーク・テレフォン社の最大大ロユーザーを引き抜
いてしまうような，メリル・リンチ社を中心とし
たテレポートが営業を行っている。
　このような事態のもとでは，BOCSのサバイバ
ルは規制を撤廃し自由に活動できるようにするこ
とであるという要求が各社から強化され，それは
州の公益事業委員会や連邦政府に対する強力なロ
ビー活動となって現れた。この結果が司法者のよ
り競争促進的な提言となって示されている。これ
ら要約すれば次のようになろう。
　i）基本サービス以外の情報サービスの供給を
　　も自由とする。
　ii）通信機器の製造・販売活動を自由とする。
　iii）長距離通信サービスについても次の条件が
　　満たされれば規制を撤廃する。
　　　条件とは　イ）独占を認められた市内区域
　　に発着するものを除く　ロ）もし州の公益事
　　業委員会が市内における競争を有効に維持す
　　ることが可能なときには，市内に発着するも
　　のも規制されない。
　iv）電気通信分野以外への多角化は自由とす
　　る。
　以上の規制撤廃はBOCSが基本的には自由に
あらゆる電気通信サービスを供給できること，言
い換えればBOCSはAT＆TおよびOCCとあ
らゆる面で競争する可能性があることを示唆して
いる。また長距離通信の自由は当然国際通信をも
含むと考えられているので，今後は国際でも既存
事業者と競合が激化する可能性がある。他方では
ニューヨーク電話会社が提案しているような均一
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料金制度の完全徹廃案が各州で承認されるような
ことになると，電気通信市場にはもはや規制と言
うべきものの実質は存在せず，市場は真の意味で
競争状態に入ると考えてよい。
　電気通信システムは市内電話ネットワークを出
発点としてこれを全国的に統合するという発展過
程を辿り，ベル・システムを構築したが，地方持
株会社相互の競争そしてAT＆TとOCCとの競
争が予想される現在では，アメリカは再び新しい
通信ネッ1・ワークを規制以外のディシプリンによ
って構築し直そうとしているかに見える。それは
司法省の20世紀前半以来の宿題でもあったが，同
時にFCCの政策目標も現在のところこれに接近
している。すなわち，第3次コンピュータ調査裁
定がそれであって，ここでは支配的事業者（domi－
nant　carrier＞であるAT＆TとBOCSに対する
差別的規制が次第に影をひそめ始めている。これ
について展望しておこう。
7．　コンピュータIII
　第2次コンピュータ調査一コンピュータII
は，AT＆T本社に対して一つの強い制約を課し
てきたが，コンピュータIIIはこの制約について
新しい提案を行った。すなわちコンピュータII
（1980年〉はAT＆Tが高度サービスを提供し
ようとするときには，分離子会社をつくりこれに
よって供給を行うことを要求したのである。これ
はAT＆T本社からの内部相互補助によって高
度サービス市場で競争が制限される可能性を未然
に防止することを目的としたものである。しかし
このような分離要件は極めて大きな社会的コスト
をもたらすとAT＆Tは出張してきた。何故な
ら，高度サービスの提供とは多くの場合，電話交
換局にある電子交換機の機能を高度化することに
よって行われるものであり，交換局内部において
ソフトウェアの開発がなされる必要があるにも拘
らず，分離子会社の制約はこれを不能にしてしま
うからである。これは競争条件の公正化という目
的で設定された分離子会社要件が，高度サービス
の技術的発展を大きく阻害するものになるという
トレード・オフをより明白にすることになった。
　他方ではAT＆Tが直面する州際市場では，競
争が激化し，AT＆Tが市場支配力を発揮するこ
とはできないという主張が繰り返しAT＆Tに
よってなされている。
　このような客観的状勢を背景としてFCCは子
会社の分離を一定の条件のもとに撤廃することを
提案した。それは他の競争者が高度サービスの提
供においてAT＆Tより不利とならないように，
colocationを要求するということである。coloca－
tionとはAT＆TやBOCSの電話局の内部に競
争相手の設備を同時に設置することを義務づける
ものである。しかしこの案には基本的な困難があ
り，AT＆TやBOCSの反対によi）別の条件が付
け加えられた。それは，第一にCEI（Comparably
Efficient　lnterconnection）を競争事業者に供証す
ることである。これはライバル企業がAT＆Tや
BOCSと競合する高度サービスを供給するとき
に，前者が競争上不利を蒙らないような相互接続
の義務を後者に課することである。第二には
ONA（Open　Network　Architecture）の構築であ
り，すべてのキャリアが同じ条件で高度サービス
の提供ができる状態を完成させることをAT＆
TとBOCSに義務づけている。　AT＆Tと
BOCSとは1988年までにONA計画を提出する
ことを命令されている。
　このような内容を盛り込んだコンピュータIII
は，電気通信市場の競争構造に一層の迫車をかけ
ることは明らかである。FCCの規制も行動規制と
いうよりは大枠の構造を指示するという性格が強
まり，司法省の競争政策と同質的な部分が顕著と
なってきている。
8．裁判所
　先述したように司法省はヒューバー・レポート
に基づき，1987年2月に大幅な規制解除の勧告を
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行った。すなわち，現在地域持株会社に禁止され
ている長距離サービスの提供，通信機器の製造，
情報サービスの提供の三分野のいずれにも，地域
会社が自由に参入すべきだという勧告である。こ
れに対してワシントン連邦地裁のグリーン判事は
太宗において否定的な裁定を1987年9月に下し
た。その裁定の主要内容は次のようになっている。
　（i）　長距離電話および通信機器についての規
　　　制は解除しない。
　（ii）　情報サービスの伝送（transmission）は認
　　　めるが，情報サービス内容（information
　　　service　content）の提供は認めない。
　（iii）　非電気通信事業分野への参入は自由であ
　　　る。
　（iv＞通信機器製造の規制は存続する。
　これによって，地域持株会社は念願であった，
長距離電話と機器製造の自由に依然として規制を
加えられることになった。グリーン判事の判断で
は地域会社には依然として強大な独占力があり，
これをてことした市場支配の恐れは十分に大きい
というものである。
　当然のことながら，電気通信事業の多くのステ
イクホルダーからは強い批判の声があがってい
る。特に規制解除の方向を打ち出してきたFCC
は，この裁定が時代に逆行するものであると考え，
議会を通じての特別立法さえも考えないではない
という態度をとっている。また地域電話会社にと
っては，通信機器の製造という言葉（manufactur・
ing）の中に，研究・開発や設計も含まれるという
判断をグリーン判事がとったことは，既に行われ
ているR＆D活動への制約として深刻に受けと
めざるをえない状況にある。現段階の通信技術は，
コンピュータIIIでも述べたようにソフト・ウェ
アとハード・ウェア（通信機器）の接合面に中心
があるので，電話会社としてはR＆Dを受動的に
行うことはできないのである。
　他方でグリーン判事の判決は，AT＆TやOCC
によっては歓迎されているのは当然である。通信
市場でAT＆TやOCCはBOCSという強大な
ライバルを司法省案に従えば受け入れざるをえな
い。7社の巨大企業が全米市場へ参入するのと同
程度の効果を長期的には持つ可能性がある。また
消費者団体は保守的傾向を強く持ち，自由化には
しばしば懐疑的である。このようにしてみると，
裁判所の今回の決定は，旧勢力秩序を支持するス
テイク・ホルダーに歓迎される性格が強く，所得
再分配機構での再調整過程とみられる。しかしも
っとも基本的な問題として，社会的インフラ・ス
トラクチュアのあり方を，一裁判官の裁定で決定
づけるというアメリカの司法制度自体が，これを
契機にして問い直されているという点にも注目し
ておかねばならない。同意判決はあくまで司法省
対AT＆Tの私的訴訟の結着である限り，裁判官
が裁定権を持つというたて前は当然のことであ
る。しかしインフラ・ストラクチュアの供給とい
う点から見ると司法優位の現システムでは，全体
として整合性のある通信システムの発展が望める
のか，そして社会的な再分配機構まで裁判所が決
めてしまうことになってよいのか，という論点に
答えねばならないことになるであろう。
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